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戦前期日本の所得分布の変動とその要因＊

農家世帯を中心として一

●

、
■

1．問題の所在

寺　崎

　本稿は戦前期日本の農家を中心とした所得分布

を推計し，その変動の型および変動をもたらす要

因を実証的に明らかにすることを目的とする。分

析の中心となる資料は『農家経済調査』であるが，

公表されている統計表からは所得の人的分配，す

なわち所得の規模分布を直接求めることはできな

い。ここではその経営耕地面積別データを基礎に

いくつかの推計作業を行い，その結果に基づいて

検討を行うことにする。’

　戦後の高度成長とそれにともなう所得分布の変

動傾向とその要因1こついては溝口・高山・寺崎

［1］，Mizoguchi．　Takayama［2］，　Wada［3］等によ

りほぼ明らかにされたと考えられ’る。一方，戦前

期については資料の制約が大きくその取組みは始

まったばかりといえる。資料の問題とこれ’までに

行われた分析については別のところで論じたので

（寺崎［4コ）ここでは再論を控え，本稿と関係する

次の3点のみを指摘しておく。第1点は，戦前期

の日本の所得分布の変動傾向を明らかにすること．

の意義についてである。一般に所得格差の拡大，

縮小の背後には：景気変動や天候の不良等の短期的

な要因と，経済の成長にともなって生じる構造変

化に起因する長期的な要因の2つを想定すること
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ができる。このうち後者を実証的に明らかにする

作業は特に1970年代以後では所得分配の重要な

関心事の1つであった1）。そのよりどころとなっ

たのはKuznetsの国家間を中心とする研究から生

まれた「所得の不平等は経済発展の過程で変動し，

発展の初期では不平等化が進行し，ある程度の安

定期を経た後やがて平等化が始まる」という今日

ではクズネッツ仮説と呼ばれる主張である（溝

口・寺崎［5］）。これは本来1国の所得格差の長期

的変動傾向について言及したものであるが，資料

が不足しているため研究が存在するのはいくつか

の国に限られている2）。欧米諸国と比べるとかな

り低い所得水準から近代経済成長が始まり，しか

もかなり速いスピードで成長してきた日本の経験

を明らかにすることは現代の多くの発展途上国に

とって分配面の政策を考える上で貴重であろう。

　第2点は，これまでの研究では農家間の所得格

差にはあまり明確な変動傾向が見られないことで

ある。従って，変動要因の検討も必ずしも十分と

は言えない。これは後述するように自作，小作間

の所得格差を基礎に議論されてきたことによる。

本稿は耕作面積規模別統計から再検計を加えるも

のである。もう1点は戦前期の所得分布を議論す

る場合の要点は低所得層までカバーした包括的な

分布をいかに推計するかということである。現在

のところ2つの接近法が試みられている。1つは

地方税の1つであった『戸数割』統計を利用する

もので，南［6コ等による研究が進んでいる3）。も

　1）　展望論文を含めて数多くの研究が行われ，それ

らを整理した文献表もいくつか存在するが，C．R．

Frank＆R．　C，　Webb［16コにその一例を見ることがで

きる。

　2）イギリスやアメリカ等に関する研究がある。文
献については寺崎［4，25頁］。
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う1つは家計調査等に基礎を置くもので本稿もそ

の1つに数えられる。後者の接近法の特長は自家

消費等の所得換算の方法がはっきりしているため

明確な所得概念に基づいた分析が可能になること

である。この点は計測の枠組みと関係するので次

節で触れる。

　以下，次の順序で議論する。まず，心素では分

析の準備として不平等の計測に関する前提事項に

ついて述べる。3節では農家の所得分布を推計し，

その評価と解釈をめぐる議論を展開する。4節で

は農家・非農家所得格差および非農家の所得分布

について検討し全体の変動傾向を推論する。

2．格差の計測方法

　所得分布の計測を行う場合に重要なことは（1）

所得の受取主体の単位，（2）所得の受取主体の範

囲および（3）所得の定義に注意を払ってお、くこと

である。ここでは受取主体の単位として家計（世

帯）を考え，所得の定義としては国民経済計算の

概念に基づくものを基礎とする。これらのことを

考慮して，『長期経済統計』に基づいて推定され・

たOtsuki－Takamatsu［7］による家計数（戸数）と

家計所得系列を全体の枠組みを規定するものとし

て定める（0－T推計と略称する）4）。

．受取主体の範囲としては全国全世帯を想定する

が，農家と非農家の2グループに分割する6資料

の制約から農家世帯を中心に検討する。家計全体

の不平等度は分解可能な不平等尺度を用いると一

般に

　　1r＝・／（1B，吻×1∫，ω亙×1π）

と表すことができる6ここで，17は家計全体に

関する所得不平等度，望硬，ωπはそれぞれ農家，非

農家のウェート，1ン，玩は農家，非農家に関する

所得不平等度，功は農家，非農家間の不平等度を

意味する。／は任意の関数とする。タイル係数は

このような尺度の一例である。ウェートは一般に

Vo1．38　No．2

は尺度の選択に依存して決まるが，家計の構成比

とか所得の構成比を想起すればよい。従って，全

体の不平等度は

　1）　農家，非農家問の所得格差（届に反映）

　2）　農家，あるいは非農家のウェート

　3）　農家，非農家それぞれの不平等度（ly，玩）

で説明できることになる。

3．農家の所得分布

’3．1資料と推計法

　本稿では経営耕地面積階層を基礎に次のように

して所得分布を推計する。まず，経営耕地面積規

模別農家戸数を『農林省統計表』からとる。0－T

推計はこれに若干の修正を加えたものなのでほと

んど違いはない。各階層の平均所得は農林省によ

る『農家経済調査』の経営耕地面積規模別農家所

得を基礎にする。このデータは戦後に行われた再

集計から得ることができる（農林省統計二二［8］，

以下『累年統計表』と略記する）。時系列変化を

見る上で重要なのは調査方法の変更である。1940

年までについて調査の概要を整理すると次の様に

なる。

年次1・92・一23 1924－30 1931－41

集計戸数

調査範囲

調査農家

　の
階層分類

100－130　　　　　　170－230　　　　　　280－3401＝薯

1府20県　　全国　　　全国幽
各府県3ヵ副馬左に新たな原則として各

　　　　　各道府県2ヵ　道府県1ヵ年

　　　　　村

自小作別　　　自小作別　　　自小作別，経

　　　　　　　　　　　営規模別

　3）　南［6，326－327頁］にはその研究の一端が披露

されている。現在も作業が進展中であり，これ以上の

言及は控えることにする。

　4）　この点に関しては戸数割統計から全家計の所得

分布を推計する試みには問題が残されている。

すなわち，1930年までの調査では「標準的」とさ

れて選定された町村それぞれからその地方を代表

する中庸的な農家（経営耕地1・6ha内外）について

自作，自小作，および小作の3戸を選んでいる。

1931年以後の調査では原則として同一町村から

自作，自小作，小作のそれぞれについて標準規

模の経営耕地を持つもの（当該町村の平均の7割

から15割の間）と小規模の経営耕地を持つもの

（当該町村の平均の7割以下）の計6戸を選ぶ。従

って，零細規模と大規模農家は除外されることに

謄
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第1図　農家の所得分布の推移
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　（資料）　本文を参照。

なる。また，1930年以前の調査については規模別、

統計は不安定になる可能性がある。しかし，実際

に選ばれた農家の経営耕地規模にはばらつきがあ

り，『累年統計表』では05－1．0・ha，1．0－1．5　ha，1．5

－2．O　haおよび2．O　ha以上の4階層別に調査結果

を再整理している。これ’を各経営規模を代表とす

るものとみなすことにより各経営規模の農家平均

123

所得がわかる。この調査は標本調査

ではないので偏りを持つと言われる

が，本稿では階層別の平均値のみを

利用するので偏りを回避することが

できる5）。

　ところが，農家戸数を掲載する

『農林省統計表』では0・5ha未満，

0．5－1．Oha，1．0－2．Oha，　2．0－3．Oha，

3．0－5．O　ha，および5，0　ha以上とい

う経営規模階層になっているため，

零細規模と大規模農家の所得データ

が不足することになる。以下では2，0

ha以上の平均耕作面積が約2・5　ha

になることから，この階層の農家平

均所得を2・0－3・Ohaの農家に相当す

るとみなし，これ以上の規模のもの

については規模に比例させて所得を

算定した6）。一方，0・5ha未満につ

いても規模に比例させると0－T推

計の最低所得（農業労働者家計所得

に対応）とほぼ同じになるので後者

の値をとった。

　3．2　推計結果とその評価

　以上の手続きにより計測した不平

等尺度の変動を第1図に示す。尺度

としてはよく利用されるジニ係数と

分解可能なタイル係数を採用した。

およその傾向として1920年．代には

夫きな変化は見られ’ず，1930年代に

入って不平等化が進行していること

を読み取ることができよう。この結

果はOno－Watanabe［9］（以下，　O－W

と略記），Otsuki－Takamatsuによる

推論といくぶん異なっている。特に，

　5）　大内［17，54頁］では米作農家が多いこと，また

統計表の平均値は上層に偏っていること等が議論され

ている。本稿では農林省統計表の農家戸数を利用して

新たに農家平均を推計している。

　6）　5ha以上を耕作する農家の大部分は北海道に

あり，また3ないし5haを耕作する農家の各々3分
の1つつは北海道と東北地方の農家であるため，ほぼ
米作を中心とした穀物生産を行っていたと考えられよ
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第3図　推計法による不平等度の相違

　　　　　タイル係数
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　（資料）　本文を参照。

前者は同じ農家経済調査を利用しているが，自

作・小作別という経営形態の異なる農家の比較を

基礎としている。

　ここで，このような相違を説明するために推計

結果の評価を行っておくことにする。先に述べた

ように農家経済調査は平均よりも上層の農家が選

定されていると言われるが，経営規模別の値を取

ることによりある程度その影響を取り除くことが

できるはずである。本稿が基礎とする0－T推計

と比較すると次のようになる。第2図に農家1戸

当たりの平均所得が示されている。明らかに，規

模別データから計算しても，形態別データから計

算しても農家経済調査は過大に所得を推定する。

しかし，形態別データから計算した平均所得の方

は乖離の程度は大きい。すなわち，形態別データ

の方が上方バイアスの影響が大きくでている。こ

れは言うまでもなく所得規模の決定に当たっては

経営形態より経営規模の方が説明力が高いことを

意味する。

　第3図に経営形態間と経営規模間の所得不平等

尺度の変動を示すが，両者はやや異ならた動きを

｝

一伽一耕作規模別

黶E一一 k作形態別

）

I　I，　1　乙　、　、　，　1　、　lI　、1　，　1　、？一

う。しかし，この調査は耕作農家を対象にしているた

め規模に比例させると小作料が過小に評価される傾向

はある。
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見せている。特に，1930年代では経

営形態間の格差が縮小気味なのに対

し，経営規模間の格差は明瞭な拡大

傾向を示している。前者はぴWに

よる推論を裏付けている。それでは

所得の規模別分布の指標としてどち

らが適当であろうか。稲作中心の日

本の農家では農業収入は経営規模に

ほぼ比例すると考えてよかろう。し

かも，平均で農業収入の農家収入に

占める割合は80％を超える。さら

に，平均所得のバイアスも小さい。

以上を二三すると経営規模別データ

の方が所得の規模分布をよりょく反

映すると判断できよう。

　3．3　結果の解釈

　次に，1920年代はあまり変化せず，

1930年代に不平等化した農家の所得分布の変動

パターンはどのような要因によって説明できるの

であろうか。農地改革のような制度の大変革を別

とすれば，経済発展の過程で農家の所得分布に影

響を与えるものとして

　（1）　近代生産技術の普及

　（2）　農業の商業化

　（3）　農業経営の多様化

が考えられている。これらが所得分布にどのよう

なインパクトを与えたのかを検討していくことに

しよう。’

　まず，農業生産の大雑把な傾向を見ることから

始める。南［6］によれ犀1870年代に西欧の粗放

技術の導入に失敗して以後，生産技術の見直しに

より1890から1920年の閲に1人当たり実質生産

額は1．5－2．0％と着実な伸びを示した。この伸び

をもたらした要因の過半は品種改良を中心とした

技術進歩に帰着させることができる。しかし，米

騒動以後の1920年代は農業就業者の増加と新田

開発の頭打ちで投入が減少したこと。生産技術も

普及し，さらに朝鮮，台湾からの安い米の移入に

より生産意欲が減退したこと等により技術進歩の

ポテンシャルが停滞する。そして生産は停滞した

まま大恐慌をむかえる。農林省による農家経済調

●
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第1表　農家の耕作面積分布，1915－1940

年次

虚
器
器
難
訓
潔
器
具
器
瀦
㎜

不平等係数

125

平均耕
作面積

　ha

…
羅
…
撹
髭
…
皿
…
霊
畿
撒
畿
…
餅

ジニ係数　タイル係数

漂
蠕
謂
畿
懇
嶽
嶽
軸
捻
嶽
鰯

鷲
胴
脚
畿
珊
痂
錦
鉤
鉤
鯉
細
聯
鰯
器
朗
錦
鋤
細
脚

　　　　　（資料）r農林省統計表』

査はこの停滞していた時期から始まる。また，米

価格の統制を目的とする「米穀法」が1921年に

制定される。この法律は米価の変動幅を縮小する

効果を持ったが，期待した効果は持たなかったと

されている（硲［10］235－265頁）。さて，大恐慌の

時期に至り日本の農業は深刻な農業恐慌に遭遇し，

米価の崩落と農家経済に困窮をもたらした。．その

ため1933年に「米穀法」はより統制色の強い

「米穀統制法」に改められる。

　ところで，上にみたように1921年以後という

観察期間は農業技術の普及の影響を実証するには

不都合な時期にあたっている。この時期は技術進

歩が停滞し，変化をもたらす要因とはなりえない

からである。．しかし，投入要素の1つである土地

については第1表から以下のことが確認できる。

1戸当たりの耕作面積は20年代初頭には大幅に

増加しているが以後減少し，30年代にやや盛返し

ている。一方，その分配の方は面積の増加した

1920年前後に格差が開くが以後ほぼ一貫して縮

小している。この時期には土地の改良事業政策も

図られているがいずれも所得分布の推移との関連

を見出せない7）β）。　　　　，

　それでは残された2点についての影響はどうで

あろうかσまず，商業化について。これは2つの

面を持つ。1つは穀物生産が増加して自家消費を

超える部分を換金して現金収入が増えること。も

う1つは繭等の商品作物を生産することにより現

金収入が増えることである。一般に商業化は不平

等化要因として働く。穀物生産に余裕ができるの

は経営規模がある程度大きい農家だからである。

また，商品作物の取り扱いも自家消費を優先する

零細・小規模農家より中規模以上の農家の方が多

いであろう。我が国の盛合，大規模農家は米の一

期作を行う北海道及び東北地方に偏り，養蚕・養

　　　　　　　第2表　農家経済の商業化

年次．

器
脚
器
翻
翻
㎜
器
翻
器
器
器
阻

農業収入に対する

現金の割合　（％）

05－1．0　　　2．Oha

　ha　　　　以上

朧
些
些
畿
・
麗
魏
罵
漏
羅
護
碗
細

画
譜
伽
麗
瓢
朧
踊
幽
艶
瓢
隠
州

農家所得に対する兼

業所得の割合　（％）

0．5－1．0　　　2．Oha

　ha　　　　以上

踊
謙
鉱
蟹
饗
颯
撰
護
繋
麗
踊
押

部
謡
激
謡
蝿
餐
揺
慧
顕
盈
㎜

　　（資料）　『農家経済調査』　　　　　，

　　（注）＊　3力年移動平均値

　7）　大豆生田［12］では財政支出引締めのため増産

政策が不十分に終わったとされている。

　8）　耕作面積の分布は全体として格差の縮小に向か

っているが，府県間の格差はほとんど変化しないた砺

相対的に説明力（府県間不平等度の全不平等度に対す

る比）が高くなっている。タイル係数によると，27％
（1914），34％（1924），37％（1932），38％（1940）と推移

している。
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平等は中規模農家の方が盛んであった9）。ただ，

商品作物は輸出されることが多く海外市況の影響

を受けやすく不安定になりがちである。第2表に

経営規模0・5－1・Ohaと．2・Oha以上の農家の農業収

入に占める現金収入の割合の推移を示す。全期間

を通じては時系列的な増加傾向も規模間の明瞭な

差も見出しにくい。しかし，期間を区切ってみる

と，1920年代では大きく振幅しはつきりとした傾

向を見せないが，1930年代では特に2ha以上の

農家に増加傾向を観察することができる10）。これ

は農家所得の不平等度の全般的な動きと一致して

いる。

　それでは現金収入の伸びは穀物生産からのもの

か商品作物からのものか，どちらであろうか。

そのため日本では商品作物として大きなシ三アを

占めた繭の生産の変動を見ておくことにしよう。

繭の生産は1920年代にピークを迎え，30年代に

は次第に下落していく11）。農業生産に占める割合

も同様な動きを示している（第3表）。従って，

1930年初の不平等化の一因とは考えにくい12）。こ

の点については後で再び触れることにする。

　次に経営の多様化について。ここでは耕作作物

の構成内容の多様化ではなく（商品作物について

は上で触れた），兼業所得（農外所得）の影響につ

いて検討する。兼業所得は通常農業所得が少なく，

また経営規模が小さく時間的余裕のある小規模農r

家に多く現れるので所得分布を平等化させる効果

　　第3表　養蚕生産額の漫業生産額に対する割合，％

　　　　　　　　　　　　　　　　　（当年価格）

1921 11．3 1926 17．9 1931 14．0 1936 11．2

1922 17．6 1927 14．4 1932 125 1937 10．9

1923 18．7 1928 16．3 1933 17．5 1938 8．6

1924 14．0 1929 19．2 1934 8．1 1939 14．7

1925 19．1 1930 12．9 1935 11．7 1940 13．9

　（資料）梅村他［20］

　9）　農林省農林経済局［18コ31頁。

10）　1920年代の大きな振幅の一因として集計戸数

が少数であるため値が不安定になることを挙げること

ができる。

11）　養蚕と農村開発の関係については，例えば逸見
　　　　　　　　　ノ［19］がある。

12）　農林省農林経済局［18］の分析では，養蚕収入

の減少を小規模農家は畑作収入で補い，中規模農家は
養畜で補ったとされている。
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をもつ。しかし，生産技術の合理化等で大規模農

家にも兼業が波及するとその平等化効果は失われ

る。戦前期の日本の農家の習合，兼業所得の大部

分は賃金所得と財産所得（地代，利子等）で占めら

れる。前者がおよそ60％，後者は10％である13）。．

経営規模別にその総所得に占める割合を第2表に

示す。概して経営規摸の小さい方が兼業所得の割

合が高いが，時系列的な傾向は見られない。さて，

兼業所得の農家所得の不平等度に与える影響を測

定するにはジニ係数の所得構成別分解が利用でき

る。すなわち，総所得Xが農業所得且，農外所

得Nおよび移転所得7から成るとき，

　　σ」【＝鞠×σ4＊十ωπ〉くσN＊十目×θ7＊

と表すことができる。ここで，σ一は通常のジニ

係数，磯＊は総所得Xの大きさの順に並べて計算

される擬ジニ係数，娩は各構成要素の所得シェ

アである。擬ジニ係数の値が小さければ平等化す

る効果をもつ要素と言える14）。その結果を第4表

に示す。次のことが観察できる。、

　1）　農業所得の擬ジニ係数は不平等化傾向にあ

り，1930年代に著しい。

　2）　農外所得の擬ジニ係数は小さな値をとり，

所得格差を縮小する効果を持っている。

　3）　移転所得の効果は小さい。

これにより1930年代の不平等化の原因は農業所

得の不平等化であることが確かめられた。先に検

討したようにこの時期には耕地面積の分布はほと

んど変わっていない。農業所得ではなく，経費を

考慮しない農業収入については作物収入，養蚕収

入，養畜等収入に分けて分析することが可能であ

る。同じく第4表に計測結果を示す。擬ジニ係数

でみると養畜等収入が30年代に不平等要因とし

て働いている。しかし，作物収入の構成比をみる

と同じ時期に増加傾向にあり，しかも擬ジニ係数

自体の値も高水準であることから次のように判断

13）05－1，0haの兼業所得の割合が，1930年，1931

年に突出しているのは米価の暴落の影響であろう。な

お，この調査は農地を保有しているが耕作は小作に任

せているような農家は調査対象から除外されているの

で小作料収入はかなり過小な値を示している（注6参
照）。

14）詳細については例えば寺崎［11］。・

■

9
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Apr．1987 戦前期日本の所得分布の変動とその要因

第4表農家の不平等度の要因，（擬）ジニ係数と構成比

農家所得　農業所得　農外所得　移転所得　作物収入　養蚕収入　養畜等収入

一＊＊ i一＊＊）　」＊（一＊＊）　　一牌（一角＊）

0．38（68）0．08（27）一〇：03（5）

0．49（80）　　　0．25（14）　　　　0．06（　6）

0。19（86）　0．23（11）　0．41（3）

0．31（79）　　　0．23（18）　　　　0．38（　4）

0．35（61）　0．14（33）　0．09（6）

0．31（74）　　　0．04（20）　　一〇．01（　6）

0．31（78）一〇．08（18）　　0．38（4）

0．24（71）　　　0．22（24）　　　　0．26（　5）

0．31（76）　　　0。14（15）　　　　0．16（　9）

0．32（78）　0．15（14）　　0．35（8）

0．34（81）　　　0，ユ8（14）　　　　0．19（　5）

0．33（78）　　　0．19（15）　　　　0．11（　7）

0．32（88）　　　0、21（　7）　　　　O．15（　5）

0．34（82）　　　0．23（工1）　　　　0．12（　8）

0．31（83）　　　0．26（11）　　　　0．30（　6）

0．33（83）　　　0．23（　9）　　　　0．21（　7）

0．34（82）　0．11（9）　0．37（9）

0．34（85）　　　0．23（10）　　　　0．30（　5）

0．32（83）　　　0．32（10）　　　　0．33（　7）
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器
潔
擁
脚
翻
㎜
器
器
酒
器
翻

0。236　　　　0．25（88）　　Og10（12）　　0．58（　1）

0．253　　　　　0．31（66）　　0．14（32）　　0，29（　2）

0．227　　　一零（」）　　一＊（一＊）　　一＊（一＊）

0．260　　　　　0．26（80）　　0．27（18）　　0，22（　2）

0．273　　　　0．29（79）　　0．21（16）　　0．43（　5）

0277　0．25（80）0．39（16）0．30（4）

0．238　　　　　0．26（72）　　0．17（22）　　0．23（　6）

0．272　』　　　0畠32（66）　　0．18（29）　　0．15（　5）

0．231　　　　0．29（65）　　0．10（29）　　0．29（　6）

0。199　　　　　0．29（60）　　0．05（32）　　0．17（　8）

0．233　　　　0．28（67）　　0．06（28）　　0．39（　5）

0．259　　　　 0．31（72）　　0．13（24）　　0◎16（　4）

0．258　　　　　0．30（75）　　0．13（19）　　0．19（　6）

0．277　　　　0響32（72）　　0．16（24）　　0．19（　4）

0．303　　　　　0。35（75）　　0．14（二9）　　0．22（　6）

0．295　0．34（76）0．15（20）0．15（4）

0．296　　　　　0．34（76）　　0613（18）　　0．25（　6）

0．296　　　　　0．35（76）　　0．11（19）　　0．17（　5）

0．325　　　　　0．36（78）　　0．16（17）　　0．39（　5）

0．330　　　　　0．36（76）　　0，20（19）　　0．31（　5）

（資料）　『農家経済調査i』

　　　農家所得はジニ係数，他は擬ジニ係数。括弧内は構成比。

　　　寧　データが極めて不安定と判断されるため構成比別の結果を省略する。

　　　紳　データは存在しない。

　　　　　　　　　　第4図　豊家・非農家所得格差

　　　　　　　　　　　　　　　　タイル係数
　0．15

0．10

0．05

　　　0
　　1921　　　　　　　　　　25　　　　　　　　　　　　　　30　　　　　　　　　　　　　　35

　　（資料）Otsuki－Takamatsu［7］，　Table　1より計算した。

できる。すなわち，1930年前の不平等化は米作所

得によるところが主であり，次いで養畜の普及が

影響している。米価が安定すれば，米作中心の日

本の農家にとって経営規模の大きなほど多くの収

入を得ることができるからである。そしてこの傾

向を支えたのは「米穀統制法」であろう。1920年

八
〉

，

r　　　　　　l　　　　　　I　　　　　　I　　　　　　r　　　　　　I　　　　　　l　　　　　　I　　　　　　l　　　　　　l　　　　　　I　　　　　　l　　　　　　I　　　　　　I　　　　　　■　　　　　　1　　　　　　璽　　　　　　1

40

代には朝鮮，台湾からの移入

および過剰生産により米価は

概して低廉であり，1930年に

は米価の暴落により農家は困

窮していた。この法律は米価

を引き上げることとその安定

化を図ることにより農家を救

済することを目的としていた。

そして，大恐慌以後回復基調

にあった工業の進展にともな

い米に対する需要の増加にも

恵まれて米価回復という目的

は達成できたのである15）。調

査対象がやや米作農家に偏り

を見せているという点を割引

いてもこの傾向は変わらない

であろう。

　農家所得について残されて

いる問題は小作料の取扱いで

ある。本稿の基礎とする0－

T推計でも農家経済調査でも

支払小作料を経費と．して計上

し農家所得には含めていない。

支払小作料の規模はおよそ農

家所得の1ないし2割程度と

推測され’る16）。耕作面積が広

い方が借入面積も広く，小作

料も多い。従って，小作料を

支払う前の所得分布を計算す

るとわずかながら農家間の所

得格差は拡大する傾向をもつ。

先に述べたように農家自身の

小作料収入はわずかであった

ので，大部分は非農家所得に

算定され，ていることになる17）。

15）　大豆生田［12］。

16）　1戸当たり支払小作料を農家所得の推計方法に

ならって求めた。以下の様にしても同様の値が出てく

る。すなわち，農林省農林経済局［18，64頁］によれば

水田小作料は反収の50ないし60％である。所有耕地
と借入耕地の面積比はほぼ1：1，農業所得の農家所得

に占める構成比が60．ないし80％とするのである。
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4．農家一掃農家所得格差と非農家の所得分布

　0－T推計を基礎とするかぎり農家一面農家所得

格差については付け加えるものは何もない。第4

図にその格差をタイル係数で評価したものを示す。

1920年代後半は不平等化するが1930年代に入っ

て平等化している。上に述べた農業の停滞と回復

に対応した動きと言ってよいであろう。

　あと残されたのは非農家の所得分布である。非

農家全体の所得分布を表す資料は今のところない。

いくつかの断片的なデータが利用できるだけであ

る。その1つは『家計調査』である。この調査は

都市勤労者を対象にするが，標本調査ではなぐ中

所得層を抽出したものである。しかも，借家住ま

いの世帯に限定されていたので所得額は下方に偏

りを持っていたと考えられている18）。自営業世帯

が含まれていないので厳密な比較は意味を持たな

いが0－T推計による非農家平均所得との乖離を

第5表に示す。6割から8割程度にとどまってお

第5表　非農家世帯の所得格差を示す指標
．

家計調査 賃金分布

（A）　ジニ係数 ジニ係数
j　　　女

1924

1926

1927

1931

1932

1933

1934

1935

1936

1937

1938

1939

0．85　　　0．19

0．26　　0．22

　　　　　　0．27　　0．23
0．76　　　0．12

0◆79　　　0，12

0◎78　　　　0．12　　　　　0．30　　0，26

0．69　　　0．12

0。68　　　　0．12

0．69　　　0。11

0．66　　　0．11

0。58　　0．10

0．57　　　　0。07

（資料）　内閣統計局『家計調査』，『労働統計実

　　地調査報告』，『個人別賃金調査報告「。

（A）：家計調査から求めた世帯平均所得の大

　　槻・高松推計による世帯平均所得に対

　　する比。

17）　実際，耕作面積規模別農家戸数と耕地規模別所

有者戸数を比べて見ると，1ha以下は両者ほぼ同数，

1－3haでは前者が多く3ha以上では後者が多い。所
有ではなく耕作しているのを農家とすれば妥当な取扱
いと言える。

18）　野田［13］，270頁。
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り，しかもその差は年々拡大している。また，所

得分布の資料としても所得の下位階層と上位階層

が欠けているので不平等の傾向を知ることができ

ない』参考のためジニ係数を計算すると，0．1前

後になる。値は極めて小さく，時系列的には平等

化を見せるほどである。この小さな値を考慮ナる

とほぼ同程度の所得規模の者が選択されていたこ

とが改めて確認される。従って，所得の不平等度

の分析にはほとんど役に立たない。

　もう1つのデータは所得分布と関連を持つと考

えられる賃金分布のデータである。『労働統計実

地調査報告』『個人別賃金調査結果報告』から賃金

率階層のデータが得られ’る。これらの調査は原則

として30人以上の事業所を対象とするものであ

る。これもやはり自営業世帯を含まないし，個人

ベースである。ジニ係数を第5表に示すが，1920

年代後半から1930年代前半にかけて不平等化し

ていることが観察できる。この不平等化は急速な

工業化と豊富な過剰労働力を農業部門にかかえて

いたことから発生した賃金の2重構造（傾斜構造）

のためであると言われている19）。

　この困難iな状況のなかで溝口［15］は全世帯を

16の職業グループに分け，各職業の所得水準を推

計してグループ間の不平等度を計算している20）。

このうち農家が自作，自小作，小作の3つに分割

されているので，非農家の13の職業グループだ

けを取り出して不平等度を計算して見ると，タイ

ル係数では1924年が0．148，1938年が0．186とな

る。やはり，20年代後半から30年代にかけて不

平等化している。この時期の非農家部門の所得分

布は0－T推計も，O－W推計もいずれも不平等化

を示唆している。

　以上の計測結果，およびこれまでの計測例を総

合すると次のことが言えよう。まず，農家の世帯

構成比は1920年前後で50％，1940年前後で40％

弱，また所得構成比も35％から22％へ減少して

いる。1920年代の所得分布については非農家世帯

は不透明，農家世帯はほぼ安定，そして農家・非

19）Ono－Watanabe［9コあるいは梅村［14］。

20）　この推計は0－T統計による世帯平均所得に合

致するように調整されている。

へ
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農家間格差のみが拡大している。全体としては拡

大気味であったと推測でき．よう。30年代に入ると

農家，非農家のいずれも不平等化するが，両者の

格差は縮小している。全体としての傾向は各要因

へのウェート付けいかんによっている。しかし，

これまでの計測例をみると部門間格差の説明力に

大きな比重をおかなくてもよいと考えられるので，

やはり不平等化が基調であったと推測できよう21）。

5．む　す　び

　本稿は農家世帯を中心に戦前期の日本の所得分

布不平等度を推計し，その変動要因について検討

した。1920年代後半から30年代にかけて日本の

所得分布は農家・非農家間格差は縮小するものの，

農家，非農家の内部では大きく不平等化していっ

たことが確かめられた。資料の制約が大きく，必

ずしも十分な推計結果とはいえないにしても，農

家世帯についてはかなり踏み込んだ分析も行うこ

とができた。しかし，依然として残された問題も

多い。特に小作料が不平等度の「変化」にどのよ

うな影響を与えていたかについては未着手である。、

非農家世帯についての分析も十分．とは言えない。

これらは今後の研究の課題としたい。

　　　　　　　　　　　　　　　（長崎大学教養部）
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